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３ 論文の構成 
 本論文は,次の 8章から構成されている。 
第１章 序論 
第２章 景観施策の類型の設定 
第３章 交換テストを用いた街路景観シミュレーション 
第４章 街路の情報密度に関する考察 
第５章 景観カードシミュレーションを用いたデザイン意識に関する考察 
第６章 場所価値評価法の開発 
第７章 場所価値評価法を用いた景観評価の実証実験 
第８章 結論 
 
４ 論文の概要 
我が国の特徴ある地方文化は,鎖国政策をしいた近世江戸期に醸成されたと言われ,幕藩
体制下における城下町,門前町,宿場町などはその地方独特の集落文化を美しい街並みに表
出することとなった。しかし,明治以降の西欧近代化,戦後の復興および高度成長期の都市
開発などを経て,それらの街並みの表情は重層的・混在的になり,均質化の方向を辿った。 
地域文化や街並みが徐々に破壊されたことを反省し,1975 年に国の政策として伝統的建
造物群保存地区制度,1980 年代以降に各地方自治体の自主条例として 500 以上の景観条例
が定められ,その後 2004年に国の法律として「景観法」が制定された。しかし,これらの景
観政策が画一的で表層的な形態および色彩操作による「景観ガイドライン」にとどまる傾向
があったため,地域本来が持つ「地域らしさ」を反映する点においては必ずしも成功してい
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ない。景観法施行後約 15年たった現在も,各自治体の景観施策とステークホルダ （ー住民や
観光客）の景観意識の間には依然乖離が見られ,これらのギャップを埋めることは重要な課
題となっている。 
一方,1980 年代以降,我が国の学術界においても景観に関する議論が活発になり,多くの
街並み研究の成果が蓄積され,景観施策とステークホルダーとの意識の差を埋める努力や,
施策策定プロセスにステークホルダーが参加する仕組みを実践する試みが展開された。こ
の間, KJ法によるワークショップ, 模型と CCD カメラによるシミュレーション,カードゲ
ーム, GIS（地理情報システム）, VR(仮想現実) など,新しい技術を取り込んだメディアや
合意形成のための新しいツールが多く開発されたが,大がかりな準備作業や費用負担が多
く, 汎用される状況には至っていない。 
本論文は,これらの状況を鑑み,景観施策を実施している全国の地方自治体を同等に扱う
のではなく,地域および時代的特徴に従って類型化し,その中でも特徴ある型に該当する地
域・地区で実際に行っている景観コントロールの実態とステークホルダーの景観意識の関
係を数種類の記号論的実験手法を用いて具体的に解析することによって,景観施策とステ
ークホルダーとの間の合意形成のメカニズムを検証している。また,それをもとにした新し
いツール開発を行い,行政が新たな景観施策を実行する場合におけるステークホルダーの
参画および合意形成のありかたに関する具体的な提案を行っている。 
本論文を構成する 8章の構成は以下の通りである。 
 
第１章では,我が国における景観政策を歴史的に概観し,既往研究の概要を述べることに
より,本論文の研究的位置づけを明確にしている。 
 第２章では,本研究の基本的な議論の枠組みを明確にするために, 地域的・時代的特徴を
もとに（1）「伝統的建造物保存型」,（2）「ストック再利用型」,（3）「眺望・景観保全型」,
（4）「再開発型」という４つの類型を設定し,景観法の制定以降,全国の自治体の中で景観に
関する政策を積極的に実施している 500以上の団体の中から,特徴が顕著と思われる自治体
を 20 件抽出し,それらの景観ガイドラインを精査することによりその類型化の妥当性を検
証するとともに,その景観ガイドラインから,各類型における特徴的なデザインコードを抽
出している。 
 第３章では,導き出した各類型のデザインコードを用い,あまり景観政策に対して積極的
ではないが歴史性を保っている「準ストック再利用型」の「日本橋人形町」をモデルケース
とし, 景観シミュレーションに関する考察を行っている。具体的には「ストック再利用型」
のデザインコードを用いて,７つの景観構成因子の変換シミュレーションを行い,その後被
験者による交換テストから得られた「人形町らしい」と感じられる街並みの景観構成因子を
もとに「人形町デザインガイドライン」を設定し,CGによる「街並みモデル」を提案してい
る。この検証作業により,「ストック再利用型」のケーススタディとして,抽出されたデザイ
ンコードが街並みの再形成に一定の影響を与えることを具体的に示している。 
第４章では,賑わいのある都内の商業地域を取り上げ,「街路景観における情報密度」とい
う新たな指標を開発し,景観構成因子群がお互いに相関性を持つことを検証している。具体
的には世田谷区下北沢地区をケーススタディとして取りあげ,CG により街の要素を抽出し
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た後,「情報密度」という新たな指標を開発し,被験者に対して交換テストを行うことで,こ
の指標が景観の印象である「地域らしさ」を浮き彫りにすることを確認している。 
第５章では,自治体による景観施策とステークホルダーの景観意識との乖離の問題点を
とりあげ,その乖離を客観的に評価するために,景観構成因子をカード化した「景観カード
シミュレーション」を開発・提案している。提案にあたって,自治体が策定した景観計画が
機能している場所としていない場所が隣接する地域を対象とし,施策の有無による街の活
性化の違いを客観的見地から検証および考察を行っている。具体的には,神奈川県小田原城
周辺の地域を対象地とし,現在の景観施策における景観構成因子の相関関係について事前
調査で検証した上で,ステークホルダーを被験者とした「景観カードシミュレーション」を
実施し,「小田原らしい」と把握された景観の構成因子を抽出することにより,その結果を分
析している。事前調査で構成因子間における相関関係が高かった因子が「景観カードシミュ
レーション」の結果と一致していることを明らかにし,異なったステークホルダーが期待す
る構成因子の共通点と相違点を明確にしている。 
第６章では,過去の「場所価値」（景観にシークエンスの考えを加えた価値）の評価基準に
なっている目的地を最大化する領域モデルが抱える課題を洗い出し,その課題を解決する
方法として「場所価値評価法」（LEM法）を開発・提案している。提案の前提として,自治体
が策定した内容の思惑と事前調査実験で得られた被験者の行動分析から,関心領域,探索領
域,高揚領域の３つの領域の「場所価値」を仮定し,その評価方法として,スタート地点から
目的地までをなめらかに表現できるシグモイド関数を用いた「場所価値評価法」（LEM 法）
を提案している。対象とする場所が自治体策定の景観施策と適合しているか否かを基準と
してα値およびβ値が決定され,その値を使って「場所価値評価法」（LEM 法）による場所
価値の評価を行っている。本評価法を用いることで,自治体が策定した景観政策の客観的な
分析評価をグラフで精査することにより,事前に「場所価値」を評価することができるため,
大規模な検証実験に替わる客観的な施策分析評価を可能にしている。 
第７章では,「場所価値評価法」（LEM 法）を用いて,自治体等が策定する景観施策が明確
な地域をターゲットとした価値評価を行い,ユビキタス端末を用いて被験者による動線測
定を行うことにより,本評価法と自治体策定の景観施策の相関性およびその有効性を評価
している。具体的には,東京都台東区浅草寺周辺および岡山県高梁市武家屋敷周辺を対象地
として実証実験を行い,検証している。この結果により「ストック再利用型」および「歴史
的建造物保存型」の場合にも,今回開発した「場所価値評価法」(LEM法）が有効であること
を明らかにしている。 
第８章では,本論文で得られた知見を統括しており,(1)基本的な議論の枠組みを設定す
るために抽出した４つの類型およびその特徴的なデザインコードが,記号論的な「交換テス
ト」を通して,街並みの再形成に一定の影響を与えることが明確になったこと,(2)賑わいの
ある商業地域の景観調査において新たに開発した「街路空間における情報密度」という指標
により,景観構成因子群が相関性を持つことを検証したこと,(3)「景観カードシミュレーシ
ョン」により,行政による景観施策とステークホルダーの景観意識におけるギャップと景観
構成因子との相関関係を明らかにしたこと,(4)その成果を踏まえ,自治体等が策定した景
観施策の思惑と事前調査実験で得られた被験者の行動分析から３つの領域の「場所価値」を
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仮定し,シグモイド関数用いた「場所価値評価法」（LEM 法）を新たに開発・提案し,現存の
街並みにおいて,ユビキタス端末を用いた実証実験を行い,この評価法が有効に活用できる
ツールであること,を示した。 
 
５ 論文の特質 
 第一に,本論文では,我が国の「景観法」を軸とする景観政策の現状を批評し,更に改良す
ることにより,地域が独自に抱える「地域らしさ」をより表出できる新たな評価方法の必要
性を唱えると共に,その具体的な方策を提案しているところが最大の特質である。その論拠
として,まず景観施策事例を収集精査し,その机上のデータに関して,常にステークホルダ
ーに対する様々な記号論的実証実験を実施し,科学的で具体的な検証を行う方法はこの研
究に強い力を与えている。 
 第二に,日々進化するデジタル技術,地理情報システム,ビッグデータなどを理解し,研究
手法に取り込むことで,先進的な研究手法を開発するととともに,実際に社会で実装可能な
システム開発の萌芽を形成している点も重要な特質である。実際の地域まちづくりの現場
においては,素人のステークホルダーのために如何に分かりやすいビジュアルな資料を提
供し,納得のいく合意形成に導くかという問題は極めて重要である。今後、本論文の研究が
これに資することが期待される。 
 第三に,我が国における,少子高齢化,大都市への人口集中,地方の過疎化,インバウンド
観光客の増加の問題などを考えると,「地域らしさ」を強化する景観政策と地方活性は,切っ
ても切り離せない重要な今後の政策課題である。この問題に正面から向き合い,膨大な作業
蓄積の上に論を組み上げた知見も本論文の特筆すべき成果である。 
 
６ 論文の評価 
 本論文は,我が国の景観政策の現状に光を当て,科学的データを基に各自治体が定めてい
る景観施策（景観コントロール）の実効性とその限界を論じ,ステークホルダーに対する記
号論的実証実験により,景観を構成している因子間の相関性を検証すると共に,行政が意図
的に投げたデザインコードによる街並みという「記号」と,ステークホルダーという受容者
による受け取り方のギャップのメカニズムを詳細に探求した研究であり,景観政策の新た
な制度設計の可能性を導き,発展させるという展望を開いているという意味で,極めて学術
的価値は高い。それに加え,新たな数学的モデルを導入し,景観研究における従来の分析ツ
ールを超えた領域を開拓するとともに,今後さらに先進的なモデルにリンクする可能性を
示した意味でも新たな学術的意義が認められる。 
 
７ 論文の判定 
 本学位請求論文は,理工学研究科において必要な研究指導を受けたうえ提出されたもの
であり,本学学位規程の手続きに従い, 審査委員全員による所定の審査及び最終試験に合
格したので,博士（工学）の学位を授与するに値するものと判定する。 
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